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無断複製・頒布を禁じます  ＬＥＣ東京リーガルマインド 弁理士 

 問 題   

 

 

Ｂは、2021年７月に、Ａ所有の土地（以下、本件土地とする）を建物所有目的で賃料を月額20 

万円とし期間を50 年として普通借地で賃借し、その際にＡに対し敷金として500万円を交付し

た。Ｂは、翌年７月に本件土地に鉄筋３階建ての家屋（以下、本件建物とする）を建築し、翌月

に本件建物にＢ名義の登記をして、以来、本件建物に居住している（参照条文参照）。なお、Ｂは

2032 年７月まではＡに対して賃料を支払っていたが、同年４月分については、同年３月から５月

の間に海外旅行に出かけていたため、未払の状態にある。 

他方で、Ａは、2032年６月にＣとの間で本件土地の売買契約を締結し、翌月にＣへの移転登記

が完了した。 

以上の事実を前提として、次の各設問に解答しなさい。なお、各設問はそれぞれ独立した問い

である。 

【１００点】 

 

(1) ＣはＡから本件土地を購入する際に、賃貸人の地位の移転についてＢから承諾を得ていな

かった。2032年８月にＣがＢに対し同月分の賃料と合わせて同年４月分の未払の賃料の支払

を求めたが、認められるか。理由を付して論じなさい。 

 

(2) 本件土地の売買契約の際にＣは、賃貸人の地位をＡに留保すること、及び本件土地をＡに

賃貸することを合意した。その後、Ａが度々賃料を支払わなかったため、2040年７月に、Ｃ

はＡの債務不履行を理由にＡとの賃貸借契約を解除した。これ以降、Ｂは本件土地の賃貸借

契約を終了して、敷金を返還してもらいたいと思うようになったが、Ｂは誰に対して賃貸借

契約の合意解除の話合いをすればよいか。また、賃貸借契約解除後にＢは誰に対して敷金の

返還を求めればよいか。 

  

 

［参照条文］ 

借地借家法第10 条第１項：借地権は、その登記がなくても、土地の上に借地権者が登記され

ている建物を所有するときは、これをもって第三者に対抗することができる。 

 

論点［民法］ 

(1) ①不動産賃貸人の地位の移転への賃借人の承諾の要否を問う（第605条の２第１項関

係）。 

②新賃貸人の賃料請求のための所有権移転登記の要否を問う（第605条の２第３項関

係）。 

③賃貸人の地位の移転前に発生した賃料債権の帰属を問う。 

(2) ①不動産の地位の留保における賃貸人の地位の帰属を問う（第605条の２第２項関係）。 

②賃貸人の地位の移転による敷金返還債務の承継を問う（第605条の２第４項関係）。 
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設問(１) 

１ 生の請求 

  Ｂは、2032年８月分及び同年４月分の賃料を支払え 

２ 請求権の選択 

  賃料を支払え → ＡＢ間に賃貸借契約 →賃貸借契約に基づく賃料支払請求権 

３ 賃料支払請求権が認められるための要件（605条の２第１項、借地借家法10条１項） 

 ⑴①ＡＢ間の賃貸借契約の締結  

②①に基づくＢへの引渡し  

③Ｂが①について対抗要件を具備 

④①の目的物をＡがもと所有  

⑤ＡからＣへの①の目的物の譲渡原因  

⑥当該賃料に対応する賃貸期間の経過  

⑦賃料支払期限の到来 

 ⑵賃借人の承諾が不要である点 

 ⑶請求金額について  

４ 反論（民法605条の２第３項、対抗要件としての登記） 

  Ｃが対抗要件を具備するまではＣが賃貸人であることを認めない旨の権利主張 

５ 再反論 

  Ｃの対抗要件具備 

 

 

 

 

   

 

Ｂ Ａ

①本件土地賃貸借約 

②本件土地の売買契約 

 

  

  

 

Ｃ

４月分賃料未払い 

 

 

 

本件建物 

：Ｂ登記 
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設問（２） 

１ Ｂは誰に対して合意解除の話合いをすればよいか 

⑴ 問題の所在 

  賃貸人の地位はＣに移転しているか 

⑵ ６０５条の２第２項の要件 

①Ａ及びＢ譲受人が、賃貸人たる地位を譲渡人に留保する旨の合意 

②不動産をＢがＡに賃貸する旨の合意  

③②の賃貸借が終了 

２ Ｂは誰に対して敷金の返還を請求すればよいか 

⑴ 問題の所在 

   敷金契約もＣは承継したといえるか 

⑵ ６０５条の２第４項の要件 

６０５条の２第２項後段の規定により賃貸人たる地位がＣに移転したこと 

 

 

Ｂ 
Ａ

①本件土地の賃貸借契約

 
 

④敷金返還請求 

Ｃ

 

本件建物

：Ｂ登記

 

②本件土地売買契約 

・Ａ賃貸人たる地位の

留保の合意 

・Ａに土地を賃貸する

ことの合意 

    ↓ 

③ＡＣ間土地賃貸の

合意を債務不履行

解除 
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第１．設問⑴について 

１ ＣのＢに対する賃貸借契約に基づく２０３２年８月及び同年４月分の賃

料請求は認められるか。 

２⑴ まず、Ｃの賃料請求が認められるには、Ｃが賃貸人の地位をＢに対抗

できる必要がある。 

 ⑵ ＡとＢは賃貸借契約を締結しており、Ｂは同契約に基づいて本件土地

の引渡しを受けている（民法〔以下略〕６０１条）。また、Ｂは、本件

土地を建物所有目的で賃借しているため、借地権者といえるところ、Ｂ

は本件建物を所有し、これにつき登記を備えているため、「土地上に借

地権者が登記されている建物を所有する」といえる（借地借家法１０条

１項）。そのため、「借地借家法……１０条……の規定による賃貸借の

対抗要件を備えた」といえる（民法６０５条の２第１項）。 

そして、Ａは本件土地を所有しており、これをＣに対して売却した（５

５５条）ため、「不動産が譲渡された」といえる（６０５条の２第１項）。 

   また、各債権について、弁済期も到来している（６１４条）。 

⑶ 賃貸人たる地位の移転にあたっては、賃借人の承諾は不要である（６

０５条の２第１項）。このように賃借人の承諾が不要とされた理由は、

不動産賃貸人の地位はその個性が問題とならず、また、不動産所有権の

移転があったときに新所有者にその義務の承継を認めるほうが賃借人に

とって有利であるためである。  

また、Ｃは２０２３年７月に、本件土地について登記をしているため、

「賃貸物である不動産について所有権の移転の登記」をしたといえる（６

０５条の２第３項）。 

⑷ よって、賃貸人たる地位はＣに移転し、ＣはこれをＢに対抗すること

ができる。 

３ では、いかなる範囲で賃料の請求が認められるか。 

⑴ ８月分の賃料債権は、Ｃが賃貸人の地位を取得し、対抗要件を備えた

後に、賃貸人の地位に基づいて発生した債権である。 

   よって、Ｃは８月分の賃料債権をＢに対して請求できる。 

⑵ 一方で、４月分の賃料債権は、旧賃貸人であるＡが賃貸人である時に

発生した債権であり、Ｃが取得した賃貸人の地位に基づいて発生したも

のではない。このような旧賃貸人の下で発生した賃料債権を譲受人が取

得するためには、債権譲渡（４６６条１項）による必要があると考える。 

  本問では、４月分の賃料債権について債権譲渡はなされていないため、

Ｃはこれを取得しない。 

４ 以上より、ＣのＢに対する賃料請求は、８月分の２０万円についてのみ

認められる。 

第２．説問⑵について 

１ 合意解除の話合いの相手 

⑴ ＡＢ間の賃貸借契約（６０１条）における賃貸人たる地位が、Ｃに移
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 答案例 
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転しているといえるか問題となる。 

⑵ 本件土地の売買契約の際に、Ｃは、賃貸人の地位をＡに留保すること、

及び本件土地をＡに賃貸することを合意した。そのため、「不動産の譲

渡人及び譲受人が、賃貸人たる地位を譲渡人に留保する旨及びその不動

産を譲受人が譲渡人に賃貸する旨の合意をした」（６０５条の２第２項）

といえる。 

そして、２０４０年７月に、ＣはＡの賃料不払いを理由に債務不履行

解除をしている（４１５条１項）。よって、「譲渡人と譲受人……との

間の賃貸借が終了した」といえる（６０５条の２第２項）。 

したがって、賃貸人たる地位はＡからＣに移転している。また、Ｃは

本件土地につき登記を備え、対抗要件を具備している。 

⑶ よって、Ｃが賃貸人であるため、ＢはＣに対して、ＣＢ間の本件土地

の賃貸借契約について合意解除の話合いをすればよい。 

２ 敷金返還請求の相手 

⑴ 敷金に関する権利義務もＣに承継されたといえるかが問題となる。 

⑵ 上記の通り、６０５条の２「第２項後段の規定により賃貸人たる地位

が譲受人……に移転した」といえ、「敷金の返還に係る債務」は、「譲

受人」たるＣに承継される（６０５条の２第４項）。 

⑶ では、返還請求できる敷金の金額はいくらになるか。 

敷金は未払いの賃料を担保するものであること（６２２条の２第１項）

から、全額を承継する当事者間の合意等がなければ、敷金は未払賃料に

当然充当され、その残額が新賃貸人に承継されると解する。 

⑷ 本件において、２０３２年４月分の２０万円の賃料債権については、

未払いとなっている。また、敷金の全額を承継する旨の合意は存在しな

い。 

よって、敷金は未払賃料に充当され、その残額が承継される。 

⑸ 以上より、ＢはＣに対して、敷金４８０万円の返還を求めることがで

きる。 

⑹ なお、敷金返還債務が発生するのは、賃貸借契約が終了し、かつ、賃

貸人が賃貸物の返還を受けたときであるため（６２２条の２第１項第１

号）、Ｂが敷金返還請求を行うことができるのは、Ｃに本件土地の明渡

しをした後となる。 

以 上 
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